
計画地

名称 約４．２ha

区分 種別 幅員 延長 面積 備　　　　　考

２０．０ｍ 約３３０ｍ － 整備済み

１５．０ｍ 約　３０ｍ － 整備済み

　６．０ｍ 約３８０ｍ － 拡幅及び延伸

約１５，７００㎡ １８０ｍ 住宅、駐車場

約３，０００㎡ １２５ｍ 住宅、駐車場

約９００㎡ ４５ｍ 宿泊施設、駐車場

約５００㎡ ４０ｍ 医療施設、駐車場

約９００㎡ ５５ｍ 事務所、駐車場

敷地面積 備考

約２１，７００㎡

約６，１００㎡

約１，５００㎡

約７００㎡

約１，９００㎡

都市計画決定

建築敷地の
整備

C－２
約３，５００㎡

（約２，９００㎡）

D
約１０３，０００㎡
（約９，４００㎡）

C－２

C－１

D

建築物の整備

街区 建築面積
延べ面積

（容積対象）

C－１
約５，９００㎡

（約５，４００㎡）

A
約２８７，８００㎡

（約１７３，６００㎡）

B
約４６，５００㎡

（約２４，５００㎡）

晴海三丁目西地区第一種市街地再開発事業 施行区域面積

公共施設の配
置及び規模

名称

道
路

区
画
道
路

特別区道中月第８３６号線

特別区道中月第８６０号線

特別区道中月第８６４号線

B街区　約１１５ｍ

　C－２街区　　地上６階／地下１階 C－２街区　約　３５ｍ

　D街区　　地上１１階／地下１階 D街区　約　４５ｍ

２　都市計画の内容

　C－１街区　　地上１１階／地下１階 C－１街区　約　４０ｍ

地区面積 約４．２ha 構造
鉄骨鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造、鉄骨造

階数

　A街区　　地上５２階／地下１階

高さ

A街区　約１８０ｍ

　B街区　　地上３３階／地下２階

（はるみ３ちょうめにし）

ＮＯ．１４２　晴海三丁目西地区（機構施行）

１　計画の概要

中央区晴海三丁目の一部

計画の概要
　 居住機能の更新・継続と新規住宅供給を主体として、宿泊・業務等諸機能の導入による
複合市街地の形成を目指し、土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新を図
り、併せて公共施設を整備する。

建築物の高
さの限度

壁面の位置
の限度

住宅建設の目標
約２，６００戸
約１６８，５００㎡

平成１５年１月３１日　東京都告示第８７号
平成２７年１２月１７日　中央区告示第２９１号（変更）

主要用途

－

整備計画

A

・敷地内の広場は、晴海地区地区計画に
従い整備する。
・壁面の位置の制限は、晴海地区地区計
画に定めるとおりとする。

B



地区名

容積率の 建築物等の

最低限度 高さの最高限度

建築物の建ぺい
率の最高限度

建築物の建築面
積の最低限度

壁面の位置の
制限

建築物等の形態又
は色彩その他の
意匠の制限

備考

都市計画決定

１０分の２０

１８０ｍ
ただし、建築基準法施行令
第２条第１項第６号に定める

高さとする。

B
約０．８ｈa

１２５ｍ
ただし、建築基準法施行令
第２条第１項第６号に定める

高さとする。

C
約０．２ha

　 建築基準法別表第二(ヘ）項に掲
げるもの以外の建築物は建築する
ことができる。ただし、自動車車庫
で住宅に附属するものは建築する

ことができる。
なお、風俗営業等の規制及び業務
の適正化等に関する法律第２条第
６項各号の一に該当する営業の用
に供する建築物は建築してならな

い。

　 建築基準法別表第二(り）項に掲
げるもの以外の建築物は建築する
ことができる。ただし、風俗営業等
の規制及び業務の適正化等に関
する法律第２条第６項各号の一に
該当する営業の用に供する建築物

は建築してならない。

１０分の８０
ただし、街区内の建築物の
床面積（容積率の対象とな
る床面積に限る。）の合計
のうち、住宅の用途に供す
る部分の床面積の街区内
の敷地面積の合計に対す
る割合は、１０分の５０以上

とする。

１０分の４０

１０分の５０

A
約３．２ｈa

用途の制限

晴海地区（第３地区）

４５ｍ
ただし、建築基準法施行令
第２条第１項第６号に定める

高さとする。

４０ｍ
ただし、建築基準法施行令
第２条第１項第６号に定める

高さとする。

容積率の

最高限度

１０分の１０

面積

１，０００㎡

３　地区計画（再開発等促進区を定める地区計画）

建築物の敷
地面積の最

低限度

D
約０．３ha

５５ｍ
ただし、建築基準法施行令
第２条第１項第６号に定める

高さとする。

２００㎡

広場１号約１，８００㎡
広場２号約１，２００㎡

建築物の外壁又はこれに代わる柱は計画図に示す壁面線を越えて建築してはならない。ただし、次
の各号の一に該当する建築物はこの限りではない。
(1) 歩行者デッキその他これに類する用途に供する建築物の部分
(2) 歩行者の安全性を確保するために必要な上屋、庇の部分その他これらに類する建築物の部分
(3) 巡査派出所、公衆電話所その他これらに類する建築物の部分

平成１５年１月３１日　東京都告示第８２号
平成２７年１２月１７日　東京都告示第７１２号（変更）

５００㎡

①　建築物の外壁又はこれに代わる柱の色彩は､原色を避け､周辺の街並みや自然環境に配慮した
ものとする。
②　屋外広告物は建築物との一体性、歩行者空間との調和等に配慮し、設置位置、形態、規模、デ
ザインなどについて都市景観に配慮したものとする。

１０分の８

１０分の２０

C
約０．１ha



駐車場

事業認可 総事業費

東京都施行要請

平成２１年　２月１７日 事業計画変更

平成２１年１２月１７日 施設建築物Ａ１棟完了公告

平成２２年１１月２９日

平成２３年１１月　４日 事業計画変更

平成２４年　５月３０日 事業計画変更

平成２４年　９月２１日 事業計画変更

事業計画変更

施設建築物Ｄ棟完了公告

平成１９年１２月２８日 権利変換計画変更公告

平成２０年１２月２６日 事業計画変更

平成２１年１０月３０日 施設建築物Ｃ１棟完了公告

事業計画変更

平成２５年　３月　６日

平成１８年　８月２９日 権利変換期日

平成１８年　９月３０日 工事着工

平成１９年１１月２９日 事業計画変更

平成１５年　１月３１日 都市計画決定告示

平成１７年　８月２２日

平成１８年　１月２４日 事業計画認可公告

平成１８年　８月１０日 権利変換計画認可公告

事務所、駐車場 －

　　平成１８年　１月２４日　国土交通省告示第　１７９号
　　平成１９年１１月２９日　国土交通省告示第１５２８号（変更）
　　平成２０年１２月２６日　国土交通省告示第１５２９号（変更）
　　平成２１年　２月１７日　国土交通省告示第　１６３号（変更）
　　平成２２年１１月２９日　国土交通省告示第１４２２号（変更）
　　平成２３年１１月　４日　国土交通省告示第１１００号（変更）
　　平成２４年　５月３０日　国土交通省告示第　６４５号（変更）
　　平成２４年　９月２１日　国土交通省告示第１３１７号（変更）
　　平成２５年　３月　６日　国土交通省告示第　２０８号（変更）
　　平成２６年　３月２７日　国土交通省告示第　３７３号（変更）
　　平成２７年　８月１７日　国土交通省告示第　９４６号（変更）
　　平成２８年　６月２８日　国土交通省告示第　８４９号（変更）

約１，２０７億円

５　経　緯

年　月　日 内　　　　　　　　　　　　　　　容

用途

Ａ 住宅、駐車場

住宅戸数 約２，５００戸
Ｂ 住宅、駐車場

Ｃ－２ 医療施設、駐車場

Ｃ－１ 宿泊施設、駐車場

Ｄ

約４００％

Ｃ－２ 約３，５００㎡（約２，９００㎡） 約４００％

Ｄ 約９，７００㎡（約９，３００㎡） 約５００％

Ｃ－１ 約５，９００㎡（約５，４００㎡）

Ｄ 約１，９００㎡ 約５０％

延べ面積

A 約２６０，４００㎡（約１７１，９００㎡）

容積率

約７９０％

Ｂ 約４２，１００㎡（約２４，５００㎡）

約２１，８００㎡

建ぺい率

約７０％

Ｂ 約６，１００㎡ 約５０％

Ｃ－２ 約７００㎡ 約７０％

Ｃ－１ 約１，５００㎡

A

敷地面積

平成２５年１１月１５日

約６０％

４　事業計画の概要

約３６０％



平成２６年　３月２７日 事業計画変更

事業計画変更

施設建築物Ａ２，Ａ３，Ｂ棟完了公告

平成２７年１２月１７日 都市計画変更

事業計画変更

平成３０年　２月２１日 施設建築物Ｃ２棟完了公告

事業完了

６　位置図

平成２７年　８月１７日

平成２８年　６月２８日

平成３０年　３月　５日

平成２７年１０月３０日



７　区域図

８　完成写真


